
2013年度愛労連第1回評議員会 第1号決定 

愛労連2012秋期年末闘争方針 

[１]情勢の特徴 解散含みのもとで 

 

（１）消費税増税法の成立強行 民自公増税派に審判を下そう！ 

 

 ① ８月10日、民自公３党は参議院で消費税増税法の成立を強行しました。くらしと中小企業

の経営を圧迫し、経済をさらに深刻な事態におとしいれる消費税増税に、愛労連は民自公３党の

暴挙に断固抗議するものです。国民世論は法成立後も、増税反対が過半数をこえています。こう

した世論が国会での７党共同の｢野田内閣不信任案｣提出などのうごきをつくりだしました。 

② 消費税は低所得者ほど負担が大きくなります。年収300万円以下では10％になれば7.6％

の支出増、可処分所得を減らし、さらに格差を拡大することは明らかです。また中小自営業者は

帝国データバンクの調査では 67.1％の事業所が悪影響を懸念し、4 割以上の企業が価格に転嫁で

きないとし、まったく転嫁できない企業も10％にのぼるという結果がでています。 

③ 消費税増税による日本経済への影響は、実質ＧＤＰを押し下げ、逆に税収を落ち込ませる

ことが指摘されています。３党はあたかも消費税増税によって財政再建が可能であるかのように

主張していますが、消費税収が増えても経済が低迷すれば所得税や法人税が減収となり、財政は

悪化します。ニッセイ基礎研究所は｢2014 年度に８％に引き上げられればマイナス成長となり、

15年に10％への引き上げは困難になる｣と試算しています。 

 ④ ｢社会保障制度改革推進法｣も同時に成立しました。｢推進法｣は、社会保障の基本を｢自助･自

立であり、自助･共助･公助のもっとも適切な組み合わせ｣と定義し、｢権利としての社会保障｣の理念

を根本から否定するものとなっています。消費税を主要な財源にすることは、消費税収の範囲内に

社会保障を押さえ込む｢自動抑制装置｣そのものです。憲法25条にもとづき国民の尊厳が保障され、

人間らしく生きていける社会を築くことが急務です。そのためにも消費税増税にたよらず、社会保

障を再生･充実させる道に転換することが求められます｡ 

⑤ ｢推進法｣に医療や介護の｢保険給付の対象となる範囲を適正化｣と盛り込んだことは、公的保

険でかかることができる医療･介護を制限するねらいがあります。これでは保険はずしによる自己負

担の増大などで｢国民皆保険制度｣を空洞化させることは必至です。年金支給額の削減や支給開始年

齢の繰り延べ(現行65歳をさらに繰り延べる)や共済･厚生年金の一元化、生活保護支給水準の引き

下げなど、社会保障全般にわたる改悪が含まれています。各分野の具体化は今後｢国民会議｣ですす

めるとしています。全力でこれを阻止するたたかいを展開しなければなりません。 

⑥ 野田内閣は7月31日、2020年までの成長目標などを示した｢日本再生戦略｣を閣議決定しま

した。政府はこれにもとづいて、予算の重点配分などを盛り込んだ｢13年度予算編成の基本方針｣

を策定します。｢再生戦略｣は消費税の税率引き上げで｢社会保障の安定財源を確保し、安心できる社

会保障制度の確立｣といいながら、予算編成方針では｢社会保障分野を含め、聖域を設けずに歳出全

般を見直す｣と、社会保障の削減を宣言しています。一方で｢日本再生｣の具体策の一つに｢国土･地域

活力戦略｣を提起。首都圏空港や国際戦略港湾の機能拡充･強化をはじめ、大都市圏の環状道路の整

http://www.shugiin.go.jp/itdb_gian.nsf/html/gian/honbun/houan/g18001024.htm


備などの大型公共事業を重点的に推進するとしています。原子力発電については｢依存度を可能な限

り低減｣するとのべるだけで、原発に固執する姿勢に変わりありません。 

⑦ 野田首相は、TPPについて参加にむけた意思表示をしています。とくに最近問題になってい

るのが遺伝子組換え食品です。すでに世界の大豆の７割が遺伝子組換えになっているといわれてい

ます。日本にも大量の組み換え食品が入ってきています。豆腐や納豆は｢遺伝子組換え｣の表示が必

要ですが、食用油は必要ありません。しかしアメリカは表示義務を｢非関税障壁｣だと攻撃し、その

撤廃を強要してくることは必至です。世界の遺伝子組換え食品を扱うアメリカの多国籍企業･モンサ

ントはTPPを強力に推進する企業のひとつです。日本の食糧を守るためにもTPP参加は何として

も阻止しなければなりません。 

⑧ 衆議院の解散は10月ともいわれています。本来なら｢消費税増税･社会保障解体｣を決める前

に｢国民の信を問う｣のがスジです。総選挙ではこうした増税･社会保障解体をすすめる勢力を徹底的

に追いつめていくことが重要です。ところが民主党は８月23日、選挙特別委員会で衆議院選挙制

度関連法案(定数削減法案)について、野党の反対を押し切って審議を強行しました。愛労連は23日、

審議入りを強行した赤松広隆委員長に抗議ＦＡＸを送りつけました。この法案は比例定数を80削

減するという内容で、与党だけで強行しようとしています。｢消費税増税法をとおした。定数削減法

案が通らなければ示しがつかない｣といいますが、国民世論を無視して消費税増税を押しつけたうえ、

定数削減で民意を切りすてるのは二重三重の暴挙です。 

 

（２）賃金･雇用等をめぐる特徴 

 

 ① 人事院は８月８日、国家公務員の給与について国会および内閣に勧告をおこないました。

勧告は今年 4 月からの給与減額がおこなわれているもとで、減額前との較差を算出したもので、

月例給･一時金ともに改訂はなしとし、昇給制度の見直しで55歳をこえる職員の昇給について｢標

準成績ではゼロ｣という内容でした。 

② 7月26日、第37回中央最低賃金審議会で地域別最低賃金額改定についてＡランク5円、Ｂ

～Ｄランク4円(昨年はＡランク4円、Ｂ～Ｄランク1円)の目安がだされました。7月30日に愛知

地方最低賃金審議会に目安が伝達され、8月6日に愛知地方最低賃金審議会で、愛知県最低賃金の

改正について目安5円に3円の上積みで758円とする答申をだしました。愛労連は答申に対し、た

だちに抗議文を提出しました。また17日には｢異議申出文書｣を提出しました。意見陳述や専門部

会での傍聴は全国的に広がりをみせています。ところが愛知の審議会では労働者委員が｢われわれが

代表｣というだけで、意見陳述を拒否、異議申出も｢必要なし｣と一蹴しました。｢代表｣ならさまざま

な労働者の声を聞くべきなのですが、排除のための方便にすぎません。 

③ ８月21日、医労連･福祉保育労･建交労(学童保育)など、名古屋市人事委員会に対して申し入

れをおこないました。｢地域経済の活性化につながる月例給・一時金の引き上げを行うこと、55歳

以上の昇給を原則停止というような年齢による賃金差別をしないこと、均等待遇の立場から、臨時・

非常勤職員の賃金改善について勧告すること｣を求めました。 

④ パートや契約社員などの有期労働に関する労働契約法改定案が参院本会議で8月3日、民主･

自民･公明･みんな･みどりの風の各党･会派の賛成で可決されました。その内容は有期雇用の期間を

５年とするもので、５年未満での雇い止めが当然となりかねません。６か月のクーリング(契約中断)

期間を置けば雇用期間を通算しないとする条項は、無期雇用への転換を回避する手法を使用者側に



あたえるものです。無期雇用への転換の際に｢従前と同一の労働条件｣とするのでは、処遇の改善に

つながりません。均等待遇原則についても｢不合理｣と認める中身があいまいであり、実効性にかけ

る内容となっています。 

⑤ 連合が｢民主党支持｣に固執しているため、消費税増税･社会保障の解体に賛成、脱原発さえも

表明できないことに、職場から幹部に対する労働者の不満の声が高まっています。愛知でも全国税

の仲間が消費税増税や脱原発の中央行動へのカンパを連合組合員に訴えたところ、予想以上の金額

が集まったこと、ある電機産業労組が連合加盟を脱退したこと、あるいは中立組合が全労連加盟単

産への加入を決断するなど、全国で職場に大きな変化がおきています。連合組合であっても職場段

階では要求実現で共同行動の可能性がひろがっています。こうした変化をはきちんと把握して、地

域での積極的なよびかけをしていくことが重要になっています。ソニーの職場でも愛労連が稲沢工

場前でおこなった宣伝に対して、リストラ計画に｢不安がある｣など、話しかけてくるという変化も

おきています。 

 

（３）オスプレイ配備強行反対！憲法･民主主義を守るたたかいを 

 

① ７月23日、垂直離着陸機MV22オスプレイが山口県岩国基地に陸揚げされ、10月にも沖縄･

普天間基地に配備、本格的な運用がねらわれています。オスプレイは開発から運用段階で多くの事

故を起こし、36人もの死者をだすなど構造的な欠陥が指摘されています。オスプレイは沖縄への配

備とともに、日本本土での低空飛行訓練の計画も明らかになっています。こうした危険なオスプレ

イが日本全土の上空で訓練をおこなうことに対して、野田内閣は｢訓練のために同空域の使用を求め

られた場合、拒否できない｣との考えを示しました。 

② 岩国基地への陸揚げに対し、県民をはじめ国民の強い抗議運動が起きました。また8月5日

に沖縄で計画されていた県民大会は９月９日(日)に延期されましたが、沖縄県知事をはじめ沖縄を

あげて配備反対の世論が高まっています。愛知においても同日、沖縄県民大会に連帯したデモ行進

が計画されています(９月9日15:00～)。また７月13日、米海兵隊のCH46輸送機４機が小牧基地

に飛来しました。CH46輸送機はオスプレイの前身機ですが小牧への飛来のねらいは不明です。し

かし小牧基地がオスプレイの配備と基地利用につながることが懸念されています。オスプレイの低

空飛行訓練計画･飛行ルートの真下には公的施設や学校などがあり、また自然環境へのはかりしれな

い影響が指摘されています。無謀な配備･飛行計画は撤回させるしかありません。 

③ オスプレイの飛行訓練は、米ハワイ州では住民の抗議によって撤回されました。ところが日

本は多くの国民や自治体首長が反対しているにもかかわらず、政府は｢反対できない｣という対応

です。その背景には、日米安保条約･地位協定とそれにもとづく数々の｢密約｣(基地の自由使用･核持

ち込み･裁判権放棄など)で歴代日本政府が主権を放棄してきたことによるものです。60 年安保制定

以来 50 年以上が経過しているにもかかわらず日本の主権はふみにじられ、日本政府もまた｢対米

従属｣ぶりを露呈しています。そればかりかアメリカ｢アジア戦略｣のもとで、いっそうの基地機能

の強化、自衛隊の南西諸島への配備など｢新防衛大綱｣にもとづき、アジア諸国との緊張を高める

｢日米同盟の深化｣の方向を強く打ちだしています。日本とアジア諸国民の未来のために、日米安

保条約を破棄する以外にはありません。 

④ ｢秘密保全法｣が急浮上しています。野田首相は今国会で提案はしないといっているものの

その内容は､民主主義とは相いれない､裁判をも形骸化するものとなっています。｢秘密｣をもらし



たら懲役10年の刑、また裁判では〝秘密〟にかかわるものは証拠の対象にはならないなど推認に

よって刑を確定する可能性があります。また憲法改正にむけた動きが強まっています。とくに大

阪維新の会などは国政進出にむけて改憲論者の阿部晋三･元首相をかつぎなすなど、かねてからの

反民主主義･ファシズムをむき出しにしています。 

 

（４）脱原発･自然エネルギーへの転換を求める 

 

① 関電大飯原発再稼働に反対する毎週金曜日の首相官邸前行動は、回を重ねるごとに参加者が

増えています。また抗議行動は全国各地にひろがり、愛知県でも関電東海支社前での抗議行動は最

高時850人が参加するまでになっています。 

② 福島第一原発事故はいまだに収束の見通しはたたず、県民はいまなお16万人が避難生活を

余儀なくされています。原発事故は長期にわたって核分裂がおこり、放射性物質を放出します。｢ふ

るさとにもう戻れないのではないか｣と、県民のなかには不安と怒りが渦巻いています。ひとたび事

故がおきれば大災害を引きおこす原発。しかも多くの原発は建設から40年近い年月が経過してい

るものもあることや、原発が立地している地下には活断層があらたに確認されるなど、きわめて危

険な状況にあることが明らかになってきました。こうした状況のもとで、再稼働などとんでありま

せん。 

③ 国民の声を無視し、政府は大飯原発に続き、愛媛県の伊方原発を次の再稼働にむけた準備を

しているといわれています。野田首相は、一方で意見聴取会や｢首都圏反原発連合｣の代表と｢懇談｣

するなど、国民の声を聞くポーズをとりながら、基本的にはすべての原発を再稼働させていくかま

えです。この間開かれた公聴会では電力会社関係者の参加を認め、発言させてきました。とくに７

月29日、名古屋での公聴会には中電社員が参加し｢放射能で死んだ人はひとりもいない｣などと発

言し、大ひんしゅくを買っています。 

④ 脱原発･自然エネルギーへの転換は国民的要求です。自然エネルギーへ転換はさまざまな困難

があることもたしかですが、その道すじを明らかにし、労働組合として中小企業振興条例や公契約

条例の制定を求めるとともに、地域･地元の中小企業、市民の参加による自然エネルギーへの転換を

求めて行政への働きかけやNPOなどとの協力ができる道をさぐっていくこととします。 

 



［２］とりくみの課題とその具体化 

 

（１）秋の組織拡大月間のとりくみについて(３カ年計画の具体化は付属２を参照) 

 

 １）とりくみの基本 

 

① 秋の組織拡大月間を10 月～12 月とします。組織拡大月間の目標を2000 人とし、すべての

単産･地域労連で目標達成にむけて奮闘します。 

② 職場内の未加入者の加入と組織強化、全組織が｢青年と共に歩む｣方針を具体的します。その

ひとつとして、全労連が提起している｢青年アンケート｣を実施します。詳細は資料参照。 

③ 非正規労働者の組織化をすすめます。毎月継続的に宣伝、懇談会の開催などを実施します。 

④ 産業内の未組織職場への対策を強化します。とくに医療･介護･福祉を重点するとともに、業

界団体との懇談なども計画します。 

⑤ 地域での中立組合への働きかけをすすめます。名簿の整理と産別との調整、地域での｢公開講

座｣の計画を具体化します。 

⑥ 10月以降、組織の増減について毎月集約をおこないます。 

 ⑦ 脱退者をださないとりくみのひとつとして、愛知共済会に加入する単産、単産共済をもつ単

産ともに組合員への共済加入を強めます。 

⑧ 地域労連は、消費税増税阻止や脱原発、TPP参加反対、オスプレイ配備反対など、時々の課

題と合わせ毎月1回宣伝行動にとりくみ、そこで愛労連ティッシュや権利手帳を合わせて活用し組

織宣伝にもとりくむ。月間中に地域労連が活用する愛労連ティッシュは無料とする。（11.15地域

総行動を含む） 

⑨ 全国いっせい労働相談を12月3日(月)にとりくみます。 

  

２）とりくみの具体化 

 

① 愛労連組織拡大決起集会を成功させます。 

日時  ９月27日(木)18:30～ 

場所  労働会館東館ホール 

講師  要請中 

報告  ⅰ)医労連･全医労、ⅱ)建交労･保育パート支部、ⅲ)     

② 民間部会の組織拡大宣伝および中立組合への訪問を実施します。 

   日時  ９月27日･28日の両日  

   内容  27日は名古屋南部を宣伝。域内の中立組合への訪問をおこないます。 

       28日は蒲郡市内から幸田、西三河へ宣伝と中立組合を訪問します。 

 ③ ブロック組織拡大交流集会を成功させます。 

   日時  10月13日(土)13:30～14日(日)12:00 

   場所  静岡浜名湖｢レイクサイド美浜｣ 

   講演  生協労連･浜氏(組織拡大)／静岡労働局(最近の労働行政について) 



   内容  特別報告３本および労働相談講座 

   規模  50人以上 

   費用  10,800円程度 

 ④ ブロックサマーセミナーin石川を成功させます。 

   日時  ９月21日(金)13:30～23日(日)12:00 

   場所  石川県山代温泉 

 ⑤ パート･臨時の元気の出る集会を成功させます。 

   日時  11月4日(日)10:00～ 

   場所  労働会館 

 

（２）公務員賃金闘争、年末一時金闘争、公契約運動の推進 

 

 ① 人事院勧告･国家公務員の退職手当削減阻止･賃下げ撤回のとりくみを推進します。とくに国

家公務員について、平均7.8％の賃金カットにくわえ、退職手当平均400万円もの削減が政府内で

検討されています。賃金カットの撤回を求める裁判闘争を軸に退職手当削減反対、自治体の賃金確

定闘争を支援していきます。10月下旬ないし11月上旬に計画される｢全県労働者決起集会｣に民間

単産の積極的な参加をよびかけます。 

 ② 民間単産の年末一時金要求の提出と交渉を促進します。一時金闘争は9月いっぱいを要求討

議期間とし、10月中に要求書提出、11月中の決着をつけるよう単産ごとに計画をたてるようにし

ます。 

 ③ 公契約条例制定にむけて自治体との懇談を実施します。愛知県が研究会を発足させており、

公契約条例の内容の拡充のために、県との懇談、県下自治体との懇談をすすめていきます。また公

務職場の民営化が依然として続いていますが、低価格落札による賃金･雇用破壊がないように対応し

ていきます。 

 ④ 高齢者雇用･所得保障確保をめざす運動をすすめます。年金支給開始年齢が今後65歳支給へ

と移行することになりますが、60歳定年では60歳代前半の所得保障が閉ざされることになり、年

金60歳支給要求を原則としながら、雇用延長制度の確立など当面する要求の実現をめざします。 

 

（３）労働者の権利を守るたたかい 

 

 ① 労働契約法､有期雇用の拡大反対のたたかいを強化します。有期雇用を当たり前とする動きが

ありますが、合理的理由のない有期雇用を禁止するルールづくりにとりくみます。当面、全労連な

どが提起する署名行動にとりくみます。 

 ② 三菱派遣切り裁判への支援をつよめます。当面９月18日(火)8:00～ 三の丸早朝宣伝、11:00

～高裁前での宣伝が計画されており、参加をよびかけます。 

 ③ ＪＡＬ支援のたたかいをつよめます。１の日宣伝を中心に宣伝行動をつよめます。引き続き

支援する会への加入をよびかけます。当面、ＪＡＬ支援する愛知の会が、９月30日(日)12:00～(１

時間程度)宣伝行動をおこないます。 

 ④ 社保庁不当解雇撤回支援共闘会議･安心年金つくろう会総会への参加をよびかけます。 

   日時  10月26日(金)18:30～ 



   場所  労働会館本館会議室 

 ⑤ 鳥居公務災害認定裁判への支援をつよめます。10月26日(金)14:30～ 高裁。 

 ⑥ 過労死防止基本法の制定にむけて､現在とりくんでいる署名をひろげます。 

⑦ 電機産業大量リストラに反対するたたかいを強化します。電機産業全体で10万人ものリス

トラが計画されています。地域への影響もあり、積極的な宣伝や要請行動を展開します。 

 

（４）貧困をなくすたたかいなど 

 

 ① 反貧困全国キャラバンに積極的に参加します。 

  生活保護シンポジウム 9月6日(木)19:00～県司法書士会館 

  非正規問題シンポジウム 9月7日(金)18:30～県司法書士会館 

  富裕層シンポジウム  9月8日(土)12:30～県司法書士会館 

  デモ行進(名古屋･豊橋) 9月8日(土)17:00～県司法書士会館／豊橋市松葉公園 

  なんでも相談会in豊橋 9月8日(土)13:00～豊橋カリオンビル 

  キャラバンコンサート 9月8日(土)18:00～豊橋駅前特設ステージ 

 ② ｢貧困をなくす討論集会(仮称)｣を成功させます。労働法制連絡会が中心になってとりくんで

きた｢権利討論集会｣を｢貧困をなくすために｣どうするかを議論する場として位置づけ、具体化しま

す。 

   日時  11月17日(土)13:30～ 

   場所  労働会館東館ホール 

   内容  労働法制連絡会等で検討  労働法制連絡会の総会をかねる。 

 ③ 就職連絡会として、青年の雇用問題･就職問題に関してシンポジウムないしは学習会等を関係

組織と協議してとりくみます。 

 

（５）消費税増税･社会保障改悪に反対するたたかい 

 

 ① ｢社会保障制度改革推進法｣が｢国民会議｣で具体化されようとしています。社会保障のあらゆ

る分野で改悪がもくろまれています。愛労連は社会保障改悪の具体化を許さないたたかいを大きく

ひろげていきます。 

 ② 愛知県社会保障推進協議会(社保協)がとりくむ自治体キャラバンを成功させます。 

  日時 10月23日(火)～26日(金) 

   団長･事務局長会議  10月16日(火)18:30～ 労働会館 

   参加の日程調整 

 ③ 福祉予算削るな!県民集会を成功させます。 

   日時  10月28日(日)10:00～ 

   場所  若宮広場 

 ④ 愛知県がすすめている福祉医療(子ども･障害者･母子家庭等･高齢者の医療費無料制度)の見

直しをやめさせ、社保協作成の県知事あての署名について、５万筆を目標に職場･地域でとりくみま

す。 



 ⑤ 消費税やめさせる会に結集し、宣伝･署名行動を実施し、中央行動などに積極的に参加してい

きます。 

 ⑥ 毎週水曜日の｢困っちゃう人 ｣々宣伝行動への参加をよびかけます。 

 

（６）脱原発、憲法と平和･民主主義を守るたたかい 

 

 ① 毎週金曜日夕刻の原発再稼働反対！関電東海支社前抗議行動への参加をよびかけます。 

 ② ｢『原発ゼロ』へ｣の新聞意見広告にとりくみます。10月30日分までの集約ですすめます。

あわせて｢浜岡原発廃炉をめざす｣署名にとりくみます。 

 ③ オスプレイ配備に反対する沖縄県民大会に連帯するデモ行進(９月9日15:00～･栄ＢＴ集合)

でおこなわれます。積極的な参加をよびかけます。 

 ④ 小牧平和県民集会を成功させます。集会とともに、小牧基地へのオスプレイ配備をおこなわ

ないよう､関係機関に要請していきます。 

   日時  10月28日(日)13:00～ 

   場所  小牧市内･市之久田公園 

 ⑤ 11.3県民のつどいへの参加をよびかけます。 

   日時  11月3日(土)13:30～ 

   場所  名古屋市公会堂 

 ⑥ 非核名古屋港をつくる会への参加とともにとりくみへの参加をよびかけます。 

 ⑦ ｢国連軍縮週間｣行動が10月24日～30日に設定されています。この期間に署名行動、反核

平和のイベント、自治体交渉などが提起されています。愛労連としてもあらためて署名の集約に力

を入れていきます。 

 ⑧ 9条をはじめ、憲法改悪の動きに反対する運動をつよめます。｢秘密保全法｣･マイナンバー制

の強硬に反対するとりくみをすすめます。 

 

（７）ＴＰＰ参加阻止のたたかい 

 

 ① 原発再稼働反対の官邸行動にならい、毎週火曜日にＴＰＰ参加反対の行動もおこなわれるよ

うになりました。21日には官邸前で300人が参加し、ＴＰＰ参加反対を訴えました。愛知では毎月

1回愛知食農健(日本の食糧･農業・健康を考える愛知の会)を中心に金山で宣伝を実施していますが、

これをさらに職場や地域にひろげていきます。 

 ② 食糧主権の確立、安全な食糧の確保やＴＰＰは労働分野、医療分野などをはじめ、経済や社

会保障のあらゆる分野に影響をもたらすものです。ＴＰＰ参加は｢壊国｣であるという立場から｢参加

反対｣の世論をひろげていきます。 

 

（８）トヨタシンポジウムの開催、トヨタ総行動の準備 

 

 ① トヨタシンポジウムについて、今年も内容で計画します。 

  日時  11月25日(日)10:00～ 

  場所  未定(刈谷総合文化センターなど) 



  内容  実行委員会で確認し、別途報告します。 

 ② 第34回トヨタ総行動は13年２月11日(月･休)をメドに準備をすすめます。 

 

（９）おもなとりくみとして 

 

 ① 第58回母親大会への参加をよびかけます。 

   日時  9月30日(日)10:00～16:30 

   場所  稲沢市民会館ほか 

   講演  安斉育郎さん 

      ｢どうする日本の原発政策｣―福島をふまえ､今私たちにできること― 

 ② はたらく女性の愛知県集会への参加をよびかけます。 

   日時  11月18日(日)午後 

   場所  労働会館東館ホール 

   講演  小林美希さん 

      ｢人間らしく働き、生きるために｣(仮題) 

 

（10）総選挙年内にも実施？ 名古屋市長選挙にむけた準備 

 

 １）国政進出をねらう大村知事･河村名古屋市長の動向 

 

 ① 総選挙が年内にも実施される可能性があります。総選挙では消費税増税の民自公３党をおい

こむたたかいが必要です。また橋下｢大阪維新の会｣やそれと連携しようとしている大村｢中京維新の

会｣、河村市長率いる｢減税日本｣などの地域政党が中央政界への進出を目論んでいます。 

② 彼らの主張は憲法改悪、道州制導入などこれまでの悪政をより強力に推進するというもので

す。21日の毎日新聞は｢中京維新の会｣の政策は｢・道州制の導入、・地方交付税の廃止、消費税の

地方税化、・首相公選制の導入、・衆議院と道州院(地方首長で構成)の2院制、・法人税減税と規

制緩和の推進｣と報道、｢大阪維新の会｣とほぼ同様の内容です。目新しいものではなく、この間言い

古されてきたものばかりです。 

 ③ 上記のような政策をかかげて国政への参加をねらう彼らに対して、一定の支持が集まってい

ることも事実ですし、マスコミもあおることが予想されます。しかしその本質は｢新自由主義･構造

改革路線｣のいっそうの反動的打開であり、その行き着く先は憲法改悪です。ねらいと本質を暴露し、

増税派･改憲派を追いつめるたたかいが必要です。解散･総選挙の時期は流動的ですが、愛労連とし

てどういう選択が必要なのかについて、理解しやすい討議資料などを作成していきます。 

 

 ２）名古屋市長選挙にむけた準備 

 

 ① 河村市長は｢５％減税｣を実施しましたが、その一方で市民のくらしや福祉について切り捨て

を強行しようとしています。市民病院の民間･指定管理者に移譲、また介護保険料や国民健康保険料

の値上げ、事業仕分けでは敬老パスの｢見直し｣も含まれています。中小企業･小規模事業所(小売業



など)が減少し、地域経済も疲弊しています。くらし･地域経済の活性化につながる市政への転換が

求められています。 

② 名古屋市長選挙が来年４月に予定されています。市民のくらしを守る立場から、愛労連は革

新市政の会に結集して、市民本位の市政実現のために奮闘します。 

革新市政の会総会を以下の日程でおこないます。総会への参加よびかけと、毎月の団体･地域代表

者会議への参加をよびかけます。 

日時  10月２日(火)18:30～ 

場所  労働会館 

 ③ 政策委員会が作成している｢市長選挙にのぞむ政策｣にかかわる学習会を組織していきます。 



付属１ 秋の地域総行動の実施要綱について 

  

野田政権は消費税増税をはじめ社会保障の大改悪をすすめる一方、東京外環道1.3兆円や整備新

幹線3兆円など、大型公共事業推進に逆戻りしています。自民党も消費税増税で浮いた財源で｢国土

強靱化基本法｣を今国会に提出し、高速道路や新幹線など大規模公共事業をすすめようとしています。

沖縄へのオスプレイ配備や脱原発に背をむけ、大飯原発の再稼働、TPPへの参加など国民の声を無

視してアメリカと財界いいなりの悪政を突き進めています。 

 悪政の推進に対して、これに反対する運動が全国でひろがり、国民の怒りは頂点に達しています。

11.15秋の地域総行動では、民自公の談合政治にストップをかかげ、すべての地域で宣伝と共同を

ひろげる行動を重視します。地域総行動を前にすべての地域労連が｢情勢を学ぶ事前学習会｣を開催

し、組合員参加と民主団体をはじめとする団体との共同をひろげていきます。 

 11.15秋の地域総行動 

 日時  11月15日(木) 

 内容  早朝宣伝、行政機関要請、電力会社への要請、未加入組合への訪問、決起集会･デモを軸

にしながら、地域の特性を生かした共同をすすめます。名古屋市内では昨年実施した市民アンケー

トの実行委員会を９月13日(木)18:30～･労働会館で開催し、河村市政によるくらし･福祉切り捨て

に反対し自治会長･民生委員などへの対話(アンケート)も実施する計画をすすめています。 

 地域総行動の成功のために、10月５日(木)19:30～ 単産･地域労連代表者会議を開催し、総行動

の準備状況と単産･地域の連携をはかっていきます。 

 

 

付属２ 組織強化拡大３カ年計画の具体化にむけて 

 

（１）｢組織強化拡大推進本部｣を設置 

 

四役会議の後半に本部メンバーを加えて｢推進本部会議｣を開催します。メンバーについては四役

以外に医労連、福保労、民間部会(平田)とします。開催は9月から隔月開催とします。 

 

（２）愛労連全体のとりくみにしていくために＜長期的な計画として＞ 

 

① 単産･地域労連の機関会議における議題のトップに｢組織強化拡大｣をかかげます。一年かけて

でも単産･地域労連だけでなく単組･支部段階でも中期的な計画作成をよびかけていきます。この討

議のために愛労連の｢３カ年計画｣を活用します。リーフや討議資料、手引きなどの作成も検討して

いきます。計画を集約し、とりくみを紹介するニュースを定期発行していきます。 

 ② 秋の月間の具体化は、方針で提起。 

 

（３）スタッフ 

 

スタッフは労働相談員とは違い(労働相談・問題解決型ではない)、組織拡大のとりくみを専門と

します。既存の組合員にも紹介など組織拡大への協力をよびかけ、全組合員の運動にしていきます。



チラシ･宣伝物の改良。インターネット、ツイッター、フェイスブックの活用もおこなう。共済も積

極的に活用するが労働組合としての活動に結びつけるものが必要であり検討します。組合員として

のなんらかの行動参加を工夫します。(署名でもカンパでも……プラス団結) 

スタッフについては2人とし、人件費200万円／年1人、行動費50万円／年、宣伝費は通常の

宣伝資材費と合わせ100万円／年を活用する。 
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